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平成 23 年 2 月 

 

（仮称）外郭団体改革計画（案）【要約版】 

 

大阪市 

 

◆外郭団体等の方向性について 

 

（１）団体の方向性 
 

○提言を踏まえ、本市は各団体を次のとおり分類 

分類 対象団体 

ア 団体の存廃を含めて検討するもの  5 団体 

イ 統廃合を検討するもの 36 団体 

ウ 資本的関与の見直しを検討するもの  2 団体 

エ 外郭団体等としての監理の必要性を検討するもの 35 団体 

オ 外郭団体等としての監理のあり方の見直しを検討するもの 10 団体 

カ 団体を継続して活用するもの 30 団体 

 

○外郭団体等の団体数については、118 団体（平成 22 年 7 月）を、平成 27 年度までに

3 分の 1 以下とすることを目標 

 

（２）外郭団体等の今後の運営と活性化 

 
○本市の外郭団体等として継続して活用するものは次の事項に取り組む 

事項 取組み例 

経営評価サイクルの確立とその活用 業績評価制度の導入 

ガバナンスの確立 内部統制体制に対する取り組み状況の確認 

情報公開の推進 団体自身が存在意義や事業内容を公表 

新たに担う役割～自主事業の展開～
地域の活性化に寄与するなど積極的な自主

事業の展開・民間部門の雇用機会の増進 

外郭団体等の連携 積極的な事業連携や人材交流の実施 

 

（３）公益法人制度改革への対応 

 
○各団体の進捗状況を継続的に確認し、スムーズな移行に向けた指導・要請を実施 

 

◆外郭団体等への本市の関与について 

 

（１）人的関与の今後の取組み 

 
○派遣職員は平成 22年度の 315 人を平成 27年度までに 2分の 1以下とすることを目標 

 

○本市退職者の外郭団体等への役員就任や再就職 

・本市退職者が再就職している役職員ポストについて、①本市ＯＢ職員の就任が必要

なもの（※役員３９ポスト）、②民間人及び本市ＯＢを問わず広く募集すべき一般的な

役職員のもの、③廃止を行うべきものに分類 

①以外のものは順次必ず募集し、業務にふさわしい人材を登用 

※固定化することなく、外郭団体改革の進捗状況にあわせて、適宜見直し 
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・職員として再就職している本市ＯＢ職員については、真に業務に見合った雇用や給

与かを精査。特に満 65 歳を超える場合に対しては、民間公募による有期雇用職員を積

極的に活用するなど、1 年以内の解消を目指す 

 

・本市ＯＢ職員の再就職においては、「人材データバンク」の活用 

 

・本市退職者が就任する外郭団体等役員に関する報酬基準（単位：万円） 

 

報酬上限額（改定前） 報酬上限額（改定後） 参考 報酬

役員 ランクⅠ ランクⅡ 全団体  

社長・理事長 ９６０ １，０７０ ９００ ▲１５％

専務・常務 ７８０ ８７０ 業務に応じて  

取締役・理事 ７００ ６３０ ▲１０％

 

・業績評価制度を活用し本市ＯＢが就任している外郭団体等の役員の経営責任を明確化 

 

（２）財政的関与の今後の取組み 
 

○資本的関与は出資・出えんの見直し、持株会社化の検討、適正な配当の要求を実施 

 

○団体資産の有効活用として、平成 23 年度中に外部専門家による外郭団体資産の調査・

分析を実施し、株式上場の可能性についても検討するなど活用の方向性を精査 

 

○委託事業は、必要性の再精査や競争的手続の導入により①外郭団体等への委託料総額

を▲３０％、②外郭団体等への競争性のない随意契約による委託料については▲５０％

を目標 

 

平成 21 年度決算        平成 27 年度（目標） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

競争性のある委託契約 

競争性のある委託契約 
 

②競争性のない随意契約 

約 193 億円 

▲50％ 

①委託事業 

約 393 億円 

▲30％ 

①委託事業 

約 562 億円 

②競争性のない随意契約 

約 387 億円 

 

・やむを得ず競争性のない随意契約により外郭団体等に委託する場合は、委託価格の

妥当性の検証と委託理由の公表、再委託の見直し、委託料の適正な執行を実施 

 

○補助金等は剰余金等を有する外郭団体等への必要性の検証を実施 

 

◆ 今後の進め方について 
外郭団体等については、その本来の役割を今後も果たしていくことはもちろん、地域

の一員として自らが地域の活性化に主体的かつ計画的に取り組んでいくことが求めら

れている。 

本計画＜案＞に基づき市民から外郭団体等が市民サービス向上の役割を担っている

と認められることを目指し、平成 27 年度までの 5 年間、外郭団体等の改革に不断に取

り組んでいく。 
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市民利用施設関係資料 
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市民利用施設　（平成22年度当初予算ベース）

（単位：百万円）

区分
（施設数）

歳出
合計

歳入
合計

再差引
市費

物件費のうち土
地・建物賃借料

人件費
（直接執行）

物件費
うち使用料
・手数料収入委託料

委託料
以外

地域拠点
（1,054）

290 0 290 17 273 0 0 290 0

区
（158）

8,110 1,139 6,971 5,860 1,111 308 284 7,802 245

ブロック
（73）

2,367 0 2,367 1,971 396 442 360 1,925 282

市拠点
（33）

6,877 692 6,185 4,578 1,607 1,479 1,156 5,398 62

その他
（24）

1,072 0 1,072 935 137 446 160 626 0

計
（1,342）

18,716 1,831 16,885 13,361 3,524 2,675 1,960 16,041 589

※（別添）市民利用施設一覧（分野別）から【地域拠点】小学校（約300校）、中学校（約130校）、【ブロック】幼稚園（60園）、高等学校（26校）、特別支援学校（9校）、保育所（131箇所）を除
く。
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市民利用施設一覧（分野別） 
分野別 地域の拠点施設 区 ブロック 市の拠点施設 その他 

教育 小学校（約 300 校） 

中学校（約 130 校） 

 幼稚園（60 園） 

高等学校（26 校） 

特別支援学校（9 校） 

  

地域福祉 老人憩いの家（383 箇所） 

集会所（374 箇所） 

区民センター・ホール等 

（34 館） 

老人福祉センター（26 館） 

市民交流センター（10 館） 社会福祉センター 

いきいきエイジングセンター 

社会福祉研修・情報センター 

西成市民館 

塩楽荘 

 

スポーツ・健康づく
り 

 スポーツセンター（24 館） 

屋内プール（24 館） 

屋外プール（1館） 

旭児童プール 

体育館（千島・東淀川・舞洲） 

運動場（24 箇所） 

庭球場（15 箇所） 

野球場（13 箇所） 

体育館（中央） 

長居陸上競技場 

長居第 2 陸上競技場 

長居トレーニングルーム 

長居球技場 

長居相撲場 

鶴見緑地球技場 

 

青少年健全育成    こども文化センター 

青少年センター 

 

長居ユースホステル 

びわ湖青少年の家 

青少年野外活動センター 

（信太山・伊賀） 

子育て支援  子ども・子育てプラザ 

（24 館） 

保育所（131 箇所） 

※うち公設民営 21 箇所 

子育ていろいろ相談センター 

愛光会館（母子福祉センター） 

 

生涯学習 生涯学習ルーム（297 箇所） 図書館（24 館） クレオ大阪（東・西・南・北） 

市民学習センター（弁天町・阿倍野・

難波・城北） 

クレオ大阪（中央） 

総合生涯学習センター 

クラフトパーク 

科学館 

美術館 

東洋陶磁美術館 

大阪歴史博物館 

自然史博物館 

天王寺動物園 

大阪南港野鳥園 

長居植物園 

咲くやこの花館 

近代美術館心斎橋展示室 

なにわの海の時空館 

環境学習センター（生き生き地

球館） 

城北菖蒲園 

 

その他    大阪国際交流センター 

住まい情報センター 

大阪産業創造館 

水道記念館 

下水道科学館 

阿倍野防災センター 

中央公会堂 

湊町リバープレイス 

芸術創造館 

音楽堂 

水の館ホール 

陳列館ホール 

大正地区文化交流プラザ（アゼ

リア大正） 

舞洲野外活動施設 

大阪城西の丸庭園 

大阪城天守閣 

リフレうりわり 

大阪南港魚つり園 

花と緑と自然の情報センター 

バーベキュー広場 

むらさき亭 

計 1,998 施設 1,484 施設 158 施設 299 施設  33 施設 24 施設 
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